
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　■　該当なし

17.1(H18)

基 本 方 針

〔合併期日：平成○年○月○日〕

内　　　容

　本町では、平成１６年度から５年間の行政改革推進プランを独自で策定し、行
政改革を進めてきたが、国からの指導に基づき平成１７年度に当該プランを見直
し、集中改革プランを策定した。
 その集中改革プランに基づき、基礎的自治体への移行、人件費の削減、協働型社
会への移行、及び行財政システムの再構築という４つの項目の推進を目指して計
画を策定する。
　具体的には、基礎的自治体への移行のため市町村合併を推進したが合併には至
らなかったことから広域行政での補完を、人件費削減については人員削減は既に
目標を達成し、今後は人事院や国の制度に準じた適正な給与制度の確立を進め
る。協働型社会では政策や事業等への住民参画、そして、行財政システムの再構
築では、アウトソーシングなど合理化を目指した行財政システムを進めることに
より、効果的で効率のよい行財政運営を目指す。

勝浦町財政健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

勝浦町集中改革プラン　平成１７年度～平成２１年度

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

72
構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 4,44685.4(H18)

23.4(H19)

6,303国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在)

別添１

勝浦町議会全員協議会での説明、勝浦町ＨＰ、広報「かつうら」に掲載

勝浦町

2,162

5,184

738

1,218

うち公営企業債現在高(百万円)

0.247(H18)



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

0

0

0

0
一
般
会
計

出
資
債
等

0

0

0

0

一
般
会
計

出
資
債
等

0

0

0

0

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

臨時地方道整備事業
普
通
会
計
債

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

公営住宅整備事業

義務教育施設整備事業

10,617 0 0 10,617

0

0

0

10,617

0

10,617

0 25,487 17,296 42,783
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(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)
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0

3,521

3,985

0

0

0

7,5061,229
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(単位：千円)
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公営住宅整備事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 1,229 6,277 0

小　　　計　　　　 (B) 0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 25,487 17,296

10,617

小　　　計　　　　 (B) 0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 10,617 0 0

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0
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1,229

旧 資 金 運 用 部 資 金
1 6繰上償還希望額

繰上償還希望額

7

0.1 1 1

25 17繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

13公営企業金融公庫資金 13

42旧簡易生命保険資金



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

10,616,662公営企業金融公庫資金 10,616,662

42,783,820旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

7,505,897

115,983 791,020 907,003

25,487,449 17,296,371繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
1,229,040 6,276,857繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上
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0
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小　　　計　　　　 (B) 0 0 0
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　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 25,487,449 17,296,371

小　　　計　　　　 (B) 0 0 0

0 0 0

　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 1,229,040 6,276,857 0
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年利５％以上６％未満
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（平成20年度末残高）
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Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①選択により事業抑制に努め、公債費負担の健全化を図る。

課 題 ②将来に対応できる体制を築く。

課 題 ③住民ニーズにあった行財政運営を協働体制で進める。

課 題 ④人員削減に対応する行政運営の合理化を図る。

課 題 ⑤公営企業経営をより健全化する。

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

 　本町の地方債の借入は、過疎指定を受けた平成２年前後から平成５年に開
催された国民体育大会関連事業やごみ処理施設の改築などの事業増加に伴ない
借入額が増加し、平成４年度には約12億円弱と最高額に達した。その後も平成
13年度まで６億円を超える借入が続いたこともあり、その償還額は平成７年度
から徐々に増加し平成９年度から平成１６年度まで約８億円を超える額となっ
たことから、実質公債費比率が２３％を超える結果となっている。しかも、実
質公債費比率算定の基準となる普通交付税は、平成１１年度をピークに徐々に
減少していることもこの比率を高める要因となっている。
　このため本町では、平成１２年度に新行政改革大綱、平成１６年度に行政改
革推進プランを策定し、普通建設事業の抑制のほか人件費の抑制や団体への補
助金削減等の経費節減に努めてきた。
　その結果、公債費負担の健全度は類似団体と比較して低い状況であるが、財
政力、財政の弾力性、給与水準は同レベルで、定員管理及び人件費・物件費の
適正度は高水準となっており、地方債の将来負担も類似団体より適正水準であ
ることから、実質公債費比率も今後改善に向かうと予測される。

　

　町立の勝浦病院は、町内に医院等の医療機関（歯科を除く）がなくなったた
め、地域医療の核としての役割が大きくなっている。現在、収支状況は黒字で
推移しているが、業務の外部委託を検討するなど経費節減を図り、地域に見合
う医療体制を確立する必要がある。

　12年度からの新行政改革で5％、16年度からの行革推進プランで15％（集中
改革プランでは5％）の人員削減目標を既に達成し、類似団体では14.53人のと
ころ本町は11.87人と大きく減員されている。このため、課の統合など機構改
革に取り組んできたが、住民が望む行政サービスとの乖離がないか検証する必
要がある。

　集中改革プランでも推進しているように公共施設の管理運営を指定管理者制
度を活用しＮＰＯ法人等への委託を進めている。この省力化した管理運営体制
で住民ニーズにあったサービスを提供できるかが課題となる。

　少子高齢化などの社会問題への対応は行政の組織体制にも影響が及んでく
る。本町では３か所あった保育所のうち１保育所を13年度に事実上閉鎖し、幼
児数の減少に対応した。しかし、更に進む少子化のため、残る２保育所のうち
１保育所民営化の可能性を調査し、経営の合理化とともに競争原理からのサー
ビス向上を促進する。

　ピークを迎えた16年度の公債費は以後徐々に減額されているが、実質公債費
比率が３年間平均で算出されるため16年度数値が算定に含まれる19年度までは
高率が続いている。類似団体との比較も健全度は非常に悪い状況であるが、行
政改革において事業選択による地方債借入れを抑制してきたことから、徐々に
改善に向かうと予測している。健全化を促進するために引き続き計画性を持っ
た普通建設事業の執行に心がける。



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 435 420 424 450 451 470 470 465 460 460

地方譲与税 136 132 160 166 186 138 140 140 140 140

地方特例交付金 14 14 13 12 9 4 3 3 3 3

地方交付税 1,895 1,717 1,645 1,629 1,671 1,512 1,500 1,435 1,495 1,450

小計（一般財源計） 2,480 2,283 2,242 2,257 2,317 2,124 2,113 2,043 2,098 2,053

分担金・負担金 31 15 12 9 12 23 15 15 15 15

使用料・手数料 67 70 69 79 74 59 60 60 60 60

国庫支出金 131 123 222 405 111 103 100 100 100 100

うち普通建設事業に係るもの 26 2 3 221 10 10 10 10 10 10

都道府県支出金 336 288 272 360 207 213 210 210 210 210

うち普通建設事業に係るもの 99 92 66 115 53 60 60 60 60 60

財産収入 1 0 0 0 13 16 17 17 18 18

寄附金 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

繰入金 4 4 296 195 0 48 34 28 0 0

繰越金 347 389 170 196 237 371 120 102 124 137

諸収入 63 68 69 249 54 56 60 60 60 60

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 426 409 353 581 256 210 213 213 140 140

特別区財政調整交付金

3,886 3,649 3,706 4,331 3,281 3,223 2,942 2,848 2,825 2,793

人件費　　　　　　　ａ 830 776 779 682 622 680 680 680 680 680

うち職員給 535 499 489 428 390 430 430 430 430 430

物件費　　　　　　　ｂ 406 389 366 381 402 420 416 412 408 404

維持補修費　　　　　ｃ 21 24 43 29 28 55 50 45 40 40

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 1,257 1,189 1,188 1,092 1,052 1,155 1,146 1,137 1,128 1,124

扶助費 97 130 147 143 143 185 187 189 190 192

補助費等 260 312 297 298 288 413 230 230 230 230

うち公営企業(法適)に対するもの 90 100 87 101 80 206 30 30 30 30

普通建設事業費 598 408 399 1,088 353 398 380 370 370 370

うち補助事業費 143 77 65 624 67 110 100 100 100 100

うち単独事業費 455 331 334 464 286 288 280 270 270 270

災害復旧事業費 82 56 250 247 60 14 15 15 15 15

失業対策事業費

公債費 838 844 856 744 749 669 616 520 494 440

うち元金償還分 676 705 736 641 655 587 551 466 435 378

積立金 110 151 31 20 0 1 1 1 1 1

貸付金 9 8 8 7 8 10 10 10 10 10

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 246 281 234 305 257 258 255 252 250 248

うち公営企業(法非適)に対するもの

その他 0

3,497 3,379 3,410 3,944 2,910 3,103 2,840 2,724 2,688 2,630

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 389 270 296 387 371 120 102 124 137 163

実質収支 385 249 275 375 369 120 102 124 137 163

標準財政規模 2,304 2,112 2,052 2,086 2,162 2,147 2,089 2,020 2,073 2,028

財政力指数 0.214 0.220 0.229 0.240 0.247 0.264 0.265 0.260 0.263 0.261

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 88.3 92.4 94.0 89.5 85.4 89.9 87.9 85.9 86.6 85.7

実質公債費比率    (％) － － － 23.3 23.4 20.4 17.2 13.4 10.7 8.3

地方債現在高 5,593 5,297 4,905 4,845 4,446 4,069 3,766 3,539 3,245 3,007

積立金現在高 1,156 1,307 1,142 1,067 1,218 1,171 1,138 1,111 1,112 1,113

財政調整基金 449 599 599 504 655 656 657 658 659 660

減債基金 393 394 203 223 223 175 141 113 113 113

その他特定目的基金 314 314 340 340 340 340 340 340 340 340

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

　過去からの行政改革により職員数の削減は、平成１４年度９６名から平成１９年度の７３名と比較すると２３名２４．０％の削減率
となっており、集中改革プランを策定した平成１７年度の８３名からでも１０名１２％が削減されている。議会においても、平成１９
年７月の改選から議員定数を１２名から１０名に減じた。また、人員削減に対応できるよう課の統合を実施し、弾力的な組織体制と管
理職の削減を図っている。

　本町は、平成１２年度からの新行政改革大綱で５年間５％の人員削減を目標とし、普通会計職員数１０２人から平成１５年度には９
１人と１１名１０．８％の純減を達成し、更に、１年前倒しして平成１６年度から実施した行政改革推進プランでは、１５％の削減目
標を設定した。この計画では平成１６年度の９１名から７８名への削減目標を既に平成１８年度には達成し、平成１９年度には７３名
となっている。

　平成１６年度行政改革推進プランにおいて、給与については特別職２０％、一般職員５％削減を２年間実施することとなっており、
集中改革プランでも引き継ぎ平成１７年度も同様に実施した。その上に、議員報酬についても、議会からの提案で１０％と５％を削減
し、特別職及び議員の報酬については現在も継続している。一般職員については、現在、管理職手当の削減、宿日直手当の削減を実施
している。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

　職員の給与については、平成１８年４月１日から国家公務員の給与構造改革に準じた給与体系制度を基本とした運用をし、地域手当
については支給していない。

◇　技能労務職員の給与のあり方

　技能労務職の給料表は、行政職（一）表により支給しているが、本財政健全化計画期間中に見直しの検討を図る。技能労務職場の今
後の方針としては、集中改革プランの中で、公共施設の指定管理者制度運用やごみ処理業務の外部委託などで、職員雇用の抑制を図る
こととしている。平成１９年７月の総務省通知「技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施」を踏まえ、技能労務職員の給与等の
見直しに向けた取り組み方針については、平成２４年３月に策定し、公表する予定である。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方
　平成１７年度まで勧奨退職に合わせて特別昇給を実施してきたが、集中改革プラン(行政改革推進プラン）において見直すこととし、
平成１８年度の給与構造改革に合わせて特別昇給を廃止した。

◇　福利厚生事業のあり方

　福利厚生事業としては、徳島県市町村職員互助会に加入し、その会員掛け金とほぼ同額の町費の負担金を公費として支出している。
当該互助会の事業内容は、医療費補助などの給付事業、ライフプランセミナーなどの厚生事業、人間ドッグへの助成事業、及び住宅貸
付などの貸付事業を行っている。町独自には、定期健康診断を公費負担で実施しており、以上の福利厚生事業の内容については、平成
１６年度実績から毎年町広報誌において公表している。

　指定管理者制度は、平成１７年度から実施し、未着手の公共施設についても検討を進めたい。
　物件費の削減は、予算時点で細かな編成に気を配るほか、課題④の人員削減に対応するため行政組織の統廃合を実施するとともに、
課題②の将来み対応できる組織づくりのため保育所など施設運営の民営化を検討するなど経費削減を図りたい。

 県内出張時の日当を廃止など明確な経費節減策も実施したが、実際には省エネルギー対策やコピー枚数の制限などの漠然とした対策
で、目標を定めて物件費の節減を行ってきたものではない。
 今後の対策として予算編成において従来科目単位で予算要求を行う方式であったものを、平成１８年度予算から事業単位での予算要求
方式に変更し、より詳細に内容を提示させることにより無駄な経費支出を抑制することとした。

　指定管理者制度は、平成１７年度から４か所の公共施設において実施しており、平成１８年度から１か所増えて５施設での実施と
なっている。
　現在の指定管理者制度により委託している施設をより有効に活用できるように検討を進めるとともに、課題③の住民ニーズにあった
行政運営を協働体制で進めるため、今後、各地区自治会で管理運営している集会施設についても、自治会に委託するよう検討する。

○　指定管理者制度の活用等民間委託
の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予
定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や
人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活
用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

　町税については、平成１８年度から滞納整理機構に加入したことから、そのピーアールもあり、平成１７年度から徐々に徴収率は上
がっているため、今後も滞納整理機構と連携し着実に徴収率を高めていく。
　平成１８年度に応分の受益者負担の徴収という観点から、公共施設使用料の見直しを行い、今まで使用料を免除していたスポーツ及
び文化活動団体からも応分の経費に見合う使用料を徴収することとした。

　勝浦町の土地開発公社が所有する土地は２か所あり、１か所は工場用地として取得したもので、分割ではあるが用地の買上げが進ん
でいる。もう１か所は町の代行用地で、道路関連の代替用地として取得したが、実際には活用されなかったことから、町の土地開発基
金により買い上げるよう検討している。２か所の買上げが完了すれば、開発公社の解散を検討している。

　本町の行政改革や財政状況の情報公開については、できる限り早い時期を目標として町の広報誌やＨＰ上で公開している。
　財政情報については、各年度の予算を春５月頃、決算を次の年度の秋１０月から１１月頃に公開している。決算については、以前は
町議会１２月定例会での承認を得てから公開していたものを、９月定例会で報告後に公開するよう時期を早めている。
　行政評価については、平成１７年度に試行的に事務事業評価を実施したが、今後調査研究し実施に向けて進めていく。

　財政状況は、３月定例会で議決した当該年度の予算を５月頃、決算は決算報告した９月定例会後の１０月又は１１月に公開してい
る。
　行政改革の状況については、平成１６年度の行政改革推進プラン及び翌年度の集中改革プランについて、計画を３月頃、実施状況を
１０月頃に広報誌又はＨＰ上で公開している。

◇　給与及び定員管理の状況の公表
　平成１７年度から人事行政の運営等の状況について、１０月頃の広報で公表するとともに、総務省の様式に基づいた給与及び定員管
理の状況を３月にＨＰ上で公表している。

◇　財政情報の開示

　　　　町広報誌：広報「かつうら」　　　　　　　勝浦町ホームページ
予算　　　５月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５月～６月
決算　　　１０月～１１月　　　　　　　　　　　　　１０月～１１月
その他　　随時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　随時

　平成２０年度において町有財産等の資産評価実施について、外部委託も視野に入れた検討を行っている。
　公会計制度の導入については、職員等の研修を推進するなど、平成２２年度開始を目指し整備を図っていきたい。

　平成１７年度に試行として事務事業評価を実施したが、十分な行政評価としての成果は挙げられなかった。
　課題④により人員削減を実施してきたことによる住民へのサービス低下を補うためにも、行政評価の手法を平成２０年度において調
査・研究し、平成２１年度に職員への研修・内部調整を図り、導入を進めていく。

　本町では、平成12年の新行政改革大綱や平成17年度集中改革プラン策定時から公債費の高騰を懸念し、事業選択に心がけてきたが、
引き続き課題①の公債費負担の健全化を目指し、必要な事業を選択し事業抑制に努めていく。
　また、課題⑤での公営企業経営の健全化のため、住民や職員の健診業務委託など行政からの支援に努めていく。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公
開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報
公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資
産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人
へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

95 91 91 83 77 72 74 74 74 73

-4 -4 0 -8 -6 -22 -5 2 0 0 -1 -4 

職員数のうち一般行政職員数(H13 75) 72 68 69 64 58 53 55 55 55 54

増減数 -3 -4 1 -5 -6 -17 -5 2 0 0 -1 -4 

職員数のうち教育職員数

増減数

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数

増減数

職員数のうち技能労務職員数(H13 24) 23 23 22 19 19 19 19 19 19 19

増減数 -1 0 -1 -3 0 -5 0 0 0 0 0 0

－ － － 23.3 23.4 20.4 17.2 13.4 10.7 8.3

-3.0 -3.2 -3.8 -2.7 -2.4 -15.1 

5,593 5,297 4,905 4,845 4,446 4,069 3,766 3,539 3,245 3,007

-250 -296 -392 -60 -399 -1,397 -377 -303 -227 -294 -238 -1,439 

736 690 663 593 536 566 570 570 570 570

43 89 116 186 243 677 213 209 209 209 209 1,049

427 413 409 410 430 475 466 457 448 444

-2 12 16 15 -5 36 -45 -36 -27 -18 -14 -140 

13 15 15 15 15 15

2 2 2 2 2 10

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 713 919

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 1
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

行政管理経費（物件+維持管理)

改善額

公共施設使用料見直し（収入増）(H18 13)

改善額

計画前５年間改善額　合計

計画合計

職員数　　　（H13　99人）

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

地方債現在高(H13 5,843)

１

実質公債費比率

増減

課　題

増減

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

病院会計において建設改良事業に係る公債費元利償還金について全額繰出ししていたが、今回の繰上償還が完了した後は基準内の繰出しとする。

課の統合による機構改革、保育事業の民間委託の検討など合理的、効率的な行政運営を推進し,人件費とともに物件費の削減など行政管理費の縮
減を目指す。また、公共施設使用料を改正し、一部免除等の措置を縮小することで、収入の増加を図る。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

課　題 取 組 及 び 目 標

１２年度からの行革大綱において５％を目標に、１６年度の行革推進プランでは１５％を目標に職員数の削減を実施し達成した。

必要に応じた事業選択により、普通建設事業総額を縮減することで、地方債の借入も２億円程度に抑制する。
（改善額算出は、平成18年度借入額と以後の借入額の差額に係る平成20年度からの元利償還金にて計算した。）

４

４

○○○

改善額

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)　(H13 779)

改善額



【改善額積算内訳】

１　改善額算出の考え方

２　改善額

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

43 89 86 149 201 568 206 203 203 203 203 1,018

7 6 6 19 6 6 6 6 6 30

23 22 1 46 1 1

43 89 116 177 208 633 213 209 209 209 209 1,049

9 35 44

43 89 116 186 243 677 213 209 209 209 209 1,049

・平成１３年度から新行革大綱により、職員数５％の削減を実施
・平成１６年度から行政改革推進プランで、引き続き５年間、職員数１５％の削減を目標に実施
・平成１９年度以降も継続のため、平成１３年度を基準年に改善額を算出

・平成１６年度から町長、助役及び教育長報酬２０％カット(教育長１８年度から１５％カット）
・平成１６年度から議長、副議長報酬１０％カット、議員報酬５％カット
・平成１９年度以降も継続のため、平成１５年度を基準年に改善額を算出

・平成１６年度から職員給与５％をカット、実施期間２年間、平成１５年度を基準年に改善額を算出
・平成１８年度から管理職手当１５％カット、宿日直手当８００円削減を２年間実施

合　　計

改善額計

①職員数の削減

②特別職報酬カット

③職員給与カット

特殊事情(助役不在,育児休業者増）

計画合計

①職員数の削減（基準年H13)

②特別職等報酬カット(基準年H15)

③職員給料カット（基準年H15)

項　　目
実　　　　　績 計画前５年

度
実　績

目　　　　　標


